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１．序論
　防災を経営の視点から見ると、いくつかの切り口が浮かび上がる。すなわち、
①　防災のためには、例えば設備機器の設置、救助組織の編成などハード・ソフトの両面でさまざまな先行投資、
資源配分が必要となるが、どの程度投資をしてどの程度の収益（災害減少効果）を期待するかという、地域経営
もしくは防災経済学的な見方。
②　実際に災害が発生した場合に、救急救命から復旧復興に至るまで日常的な業務・生活とはかなり異なる活動を
住民・行政・企業は行わなくてはならないが、その運営をいかに効率的に行うかという見方。
③　災害はいつ発生するか分からないが、しかし企業はある意味ではさまざまな不確定性の上でビジネスを行って
いるのであり、企業として災害発生時の損失を極力少なくする、また災害発生を前提として長期を通算して収益
を最大化するために何をなすべきかという見方。
等がそれである。①から③まで相互に連関する部分があり、単純に切り分けは出来ないだろうと思われるが、ここ
では主に②の立場から検討を進めていくこととする。
２．防災とは何か
　防災とは、字義通りにいえば災害を防ぐことである。災害とは、異常な自然現象、事故、あるいはテロ等の行為
によりもたらされる害のことを意味すると考えられる（災害対策基本法等の定義による）。
　台風や地震などの、災対法で言えば異常な自然現象を防止することは、人工降雨などきわめて例外的な場合にだ
け人間がコントロールすることが出来るにとどまっている。事故やテロ等は防ぐべくさまざまな努力がなされる
が、これも根絶することは不可能だろう。すなわち「災」はどのようにしても起きると思わざるを得ない。「災」が
起きたとき、それにより発生する被害すなわち「災害」を完全になくすことは、「災」が小規模なものならともか
く、大規模災害にあっては不可能であるといっても良い。このあたりの概念は阪神淡路震災をはさんで大分変わっ
てきた。それ以前から建物、構造物等は「関東大震災級の地震にも耐えられるように」と設計されており、またダ
ムや堤防などによる河川整備が進められたことによって水害による犠牲者が少なくなってきたことから、「災害は
施設整備によってなくすことが出来る」という概念が出始めていたが、阪神淡路震災はこうした考えに冷水を浴び
せるものであった。
　阪神淡路震災以前からも、ハードによる災害予防措置が次第に高価なものになりつつあることから、身体生命は
ともかく財産の保全という見地からは費用対効果比の問題が出てくるようになった。場合によっては危険地帯での
居住・産業的利用を規制するなどのソフト的手法が検討されるようにはなっていた。しかし阪神淡路震災以後は、
「災」が起きることは避けられないものと考え、その「害」をどのように少なくすることが出来るか、つまり「減
災」、害を減らすためにどのようにすればよいか「備災」が防災の中で重要な要素として考えられるようになった。
　災害に対し、住民・地域、企業は、
①　被害を極力少なくするようにする
②　早期に原状に復帰する
ための行動を起こす必要がある。これを時期的に見ると
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①　事前措置
　災害が発生する前に、防御施設を作ったり避難体制を整えたりという準備を行うことである。ハード的な手段に
よるものと、例えば軟弱地盤地の利用を規制するなどのソフト的手段によるものとがあり得る。
②　救急救命
　災害が起き、そのまま放置したのではさらに損害が拡大することが予想される場合に、当面の被害拡大を阻止し、
また自力で生命維持が出来ない人々に対して各種の支援を行う活動がこれに当たる。
③　復旧・復興
　災害によって破壊された生産・生活基盤を、地域がある程度自律的に発展していける状況になるまで回復する段
階である。逆に言うと復旧・復興が達成されるまでは、地域にはなんらかの形で通常は行われない支援措置が必要
になるということにもなる。
のように、分類することが出来よう。
　この中で組織運営の視点から問題になるのは②の救急救命であると考えられる。なぜならこの部分が最も緊急度
が高く、逆に実施する上での制約条件が悪いためである。例えば震災が起きて各地に救助を必要としている罹災者
がいる、救助は一刻を争う事態である、しかし救急車など救助するための資源が不足している、罹災者のところま
でたどり着く道路が寸断されている、あるいはそもそもどこに救助を必要としている罹災者がいるかわからないと
いう事態があろう。これに対し、例えば洪水が来る前に堤防を建設することは、通常の公共工事という枠組みの中
で実施できるし、洪水がいつ来るかという問題はあるにしても、それほど一刻を争うというものでもない。
３．防災は誰が行うべきものか
　小規模な災害であるならば、個人のレベルで対応することが可能である。例えばごく小規模な火災であるなら、
消火器やバケツの水で消すことが出来るだろうし、その後始末－つまり正常な生活への復帰も個人が手持ちの余剰
資源を活用することで対処できるだろう。
　もう少し規模が大きくなると、近隣や水防組合、消防団などの互助的組織、警察や消防などの行政機構の力が必
要になる。ただしこの段階では、事態がそれら組織機構の「手にあまる」ということはなく、必要に応じて他機関
の助力を求めたりしつつも、基本的にはそうした組織が平常的な業務の一部として対処することが出来る。
　さらに規模が大きくなり、いわゆる巨大災害といわれるような状況になると事態はだいぶ変わってくる。個人は
もとより、地域コミュニティ、企業、さらには行政機関も、さまざまな理由により機能不全となる。あるいはそこ
まで行かなくても、他部局、他部署の応援を求めたり、共同作業を行ったりする必要が出てくるようになる。この
ような事態になると、組織を組織として動かしていくためのネットワークが機能しなくなり、前述のような問題が
起きてくる。
　ネットワーク、言葉を変えていえば情報収集・指揮命令回路が機能しないということは、いわゆる現場の担当者
が自らの判断のみによって行動しなければならなくなる。災害時という通常ではない状況下で、組織の支援なく重
要な判断・対応を求められるのであるから、さまざまな問題が発生しても仕方のないところではある。
　平成７年の阪神淡路大震災について、神戸市の桜井局長が「マネジメントがまったく機能しなかった」と述べて
おられるのは、以下のような理由に基づくと考えられる。
　自治体、特に市町村は災害時に住民の生命・身体および財産を災害から保護する責務を負っている（災害対策基
本法）。もちろん住民の自主的活動が最も重要であるが、住民単独あるいは相互の扶助機能だけでは生命身体財産
が守られない可能性がある場合、行政が積極的に救急救命活動を行わなければならない。
　当然行政は「組織」としての救急救命活動を行うわけであって、公務員が個人として動くわけではない。しかし
実際には通信網が寸断されており、「状況がどうなっているか分からない」「上からの指示が何もないから動けない」
という事態が発生する。こうなると組織としての活動はきわめて困難になる。別に公務員に限らないが、組織の構
成員は自分で判断して行動しなければならない。「防災は結局のところ人づくりである」といわれるのは、このよう
な局面で「自立的に行動できる」人が必要になってくるからである。「災害時になると使える人間と使えない人間の
差が出てくる」といわれることがあるのも、結局は同じことであろう。
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４．災害時行政が行うべきこと
　中越大震災を例に、地域自治体がどのような行動を行ったかを整理してみる。長岡市は
①　情報の収集と伝達、問い合わせに対する回答
②　避難所の開設
③　危険箇所の特定、周辺住民への避難勧告・避難指示
④　救急救命、救護活動
⑤　避難者、住民に対し生活必需物資の供給、あるいは生活の支援
⑥　仮設住宅の設置、運営
⑦　ライフラインの復旧（仮復旧、本復旧）
⑧　その他復旧・復興に関する事業・事務
等々の活動を行った。
　これらの活動は、一部を除き日常はほとんど行っていない業務である。またその作業量も半端なものではない。
したがって巨大災害の場合は、他自治体等への支援要請も必要であり、その場合には他自治体や自衛隊、あるいは
ボランティア等との連携が必要となる。つまり、
①　通常とは異なる業務
②　通常は行わない他機関との連携
の上に、前述した指揮命令、あるいは事態把握のための情報通信システムが機能しないという状況であり、これで
平時と同じ、あるいは求められるすべての業務を遂行しろという方が無理かもしれない。
　しかし、現実にはそうは言っていられないので、
①　災害時にとるべき体制、行うべき業務を列記しておく（災害計画）
②　計画に基づき、実地の訓練（演習）を行う
のような事前準備を行い、万一の事態にもきちんと機能するようにしておくことが求められている。ところが現実
にはさまざまな不都合が発生している。これが極力ないようにするためにはどうすべきであるかということが、防
災とマネジメントという視点からは課題として浮かび上がってくる。
５．防災マニュアルの問題点
　自治体はそれぞれ「防災基本計画」を準備しておくことが災害対策基本法で定められている。この基本計画がマ
ニュアルなのだが、中越地震（あるいは阪神淡路地震）の時にそのマニュアルが有効に機能したかというと、どう
もそうでもなかったようである。例えば
○　マニュアルが膨大なものになってしまっているので、どこに何が書いてあるかわからず、結果としてマニュア
ルが機能しなかった
○　マニュアル作成時に想定していなかった事態が起きた、例えば市役所庁舎のように避難所に指定されていない
所に避難する人が出てきた
○　マニュアル作成時に考慮していなかった障害が出てきた。例えば通信網が寸断され、現場と指揮所との間の情
報交換が全くできなかった
○　災害時の状況が想定できておらず、従って体制にも手空きの出る部門と猛烈に忙しい部門ができてしまった
というような事例があったと報道されている。
　マニュアルは、それに従って行動すれば未熟練者でも求められている機能を果たすことが出来るという点で組織
運営上、あるいは従業員の技能開発上極めて有効なツールであるが、さまざまな問題点が指摘されている。対応が
紋切り型になり心がこもらない、応用がきかないというのが最大の批判であろう。つまり、いわゆる接客マニュア
ルの多くが、「判断」を必要とする場面においても判断をさせない、行動手順書になってしまっていることからその
ような批判が生じると思われる。
　マニュアル－行動手順書が有効に機能するためには、いくつかの条件が必要である。マニュアルに従って行動す
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れば業務がうまく行く、つまりマニュアルが「正しい」ことがまず条件となる。通常定型的・形式的な業務がマニュ
アルに乗りやすいとされているのは、定型的業務は繰り返し同じ形で行われることが多く、マニュアルが正しいか
どうかの判定を行いやすいということがあるだろう。これに対して災害対策マニュアルは、マニュアルが正しい
か、つまりマニュアル通りやって問題が解決出来るかどうかの検証を行う機会が極めて少ない。
　マニュアルがうまく機能するための条件の第二は、マニュアルがそれを使う人によって理解されていなければな
らないという点にある。極端な例で言えば、「市吏員は災害時には市役所に参集すべし」とマニュアルに書いてあっ
ても、それを知らない職員がいたとすればマニュアルは何の役にも立たない。またある事態に直面したとき、それ
への対処の仕方がマニュアルのどこに書いてあるかわからないという状況では、対応に時間がかかってしまう。災
害時は一刻を争うことが多いであろうから、これも役に立たないということになる。日常的な業務のマニュアルで
あれば、担当者が「覚える」ということで対応できるのだが、繰り返し述べるように５０年に一回の災害では覚えよ
うとするモチベーションもおきにくいだろう。
　第三の条件は、マニュアルを利用する人が、マニュアルだけで行動できることである。「泳ぎ方」のマニュアルが
あったとして、泳げない人がそれを読んだだけで泳げるようになるわけではない。身体的訓練が必要な業務につい
てのマニュアルは、マニュアルだけでは役に立たない。
　この点について論議があるのが、「判断」が必要な業務である。さまざまな要素を総合的に判断してどのような行
動をとるべきか決定するということは、例えば昼食に何を食べるか等のことで日常的に我々が行っていることであ
る。しかし、いわゆる「相手のある」業務については、例えばある人が怒り心頭に発した感じで怒鳴りまくってい
る、別の人は平静な顔をして淡々と述べているとして、どちらの事態がより深刻かは表情あるいは語調だけからは
わからず、従ってマニュアル化できない。
　要するに「災害対策」は、最もマニュアル化しにくいものの一つである。従って真に実効のある対策は、マニュ
アルの次に来るものに踏み出さなければならない。ただしこのことはマニュアルが不要だということでは毛頭な
い。それどころか、次のステップへ踏み出すことによって、マニュアルの重要性がさらに際立ってくることになる
と考えられる。
　マニュアルについていくつかの事例をあげる。アメリカの災害対策では、ICS（Incident Command System）と
よばれる指揮命令システムが導入されており、そのマニュアルは現場担当者用、中間指揮者用、総指揮官用など６
段階に分かれている。マニュアルは職種の数だけあることが通常であり、全体を一つのマニュアルですまそうとす
ると不必要に膨大なものになってしまう。マニュアルの権化とみなされている某巨大テーマパークには、窓口接客
担当者か機器設備メンテナンス担当者、さらには新しいアトラクションを設計しようとするデザイナー向けまで百
種類を超えるマニュアルがあるという。
　ICSはもともと山火事のときに複数の部局が関与している状況下で、それぞれの部局が独自の文化、例えば手順
や概念規定などを持っていることから生ずる混乱を回避するためのものであった。原住民の間で、異種族間の共通
意思疎通手段として用いられていた手話にヒントを得たものであったという。阪神淡路震災以後のように各自治
体・団体が相互乗り入れをするようになると、こうした試みも必要になってくると考えられる。
　また阪神間の自治体の中には、震災以後１０年を経て次第に震災を経験した職員がいなくなることを憂慮し、職員
が最低限心得るべきことをカードにまとめて常時携帯させるようにした所もある。職場・拠点へ参集すれば別の詳
細なマニュアルがあるという仕組みである。
６．非形式知の伝承
　例えば１＋１が２である、東京は日本の首都であるというようなものから、どのようにすれば顧客の満足を得ら
れるか、どうすれば災害時に人的損害を少なくすることが出来るかといったものまで含めたさまざまな知識を、経
営学の視点から形式知と暗黙知に分類したのは、一橋大学名誉教授の野中氏である。単純にいえば、マニュアルに
しやすい、マニュアルで伝わりやすい事象は形式知であるということが出来る。しかし経営的には、非形式知、あ
るいは暗黙知が極めて重要になってくるというのが野中氏の指摘である。
　例えば、長岡市で災害対策として問題になった、危険箇所からの避難勧告を発令すべきかどうかという問題を取
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り上げてみる。防災計画には「余震による地盤崩壊等のおそれがあり、著しく危険になった場合には市長は避難勧
告をする」というように書いてあるであろう。ここでは「著しく危険」ということを誰がどのように判断するかと
いうことが最大の問題になる。教科書や専門書に「このような場合は危険だ」といかに書いてあったとしても、現
実の傾斜住宅地を目の前にしてこれを危険と判断するかどうかは、専門家、つまり暗黙知を持った人でなければ十
分にはなし得ないことである。
　では、そのような専門家は、どのようにして暗黙知を身につけたのであろうか。野中氏のいう「SECIモデル」、
つまり「やってみせる」「やらせてみる」の繰り返しによって習得したということが出来る。泳ぐことは、泳ぎ方を
おそわり、実際に自分で水の中に入って練習しないと出来るようにはならないということである。
　言葉を変えて言えば、どのような能力を持った人材が必要であるかをリストアップし、それぞれの能力を持った
人間を育てていかねばならないということになる。ただしそのためには多くの時間が必要になる。通常業務であれ
ばその成果は日常的に活かせる、例えば苦情処理のプロは毎日そのスキルを向上させる「現場」がある。ところが
災害対策は、大地震を例にしてみれば数十年に一度しかその能力を発揮する機会はない。そこで、例えば他の場所
－例え海外であっても被害を受けた場所があれば、ボランティアとしてでも人を派遣し、能力を向上させることを
意図することが正しい姿勢となる。
　いうまでもないが、形式知と非形式知の境界線は明確なものではない。そもそもがマニュアルにしても、非形式
知と思われていた経験と専門知識を定型化したものである部分がある。現在でもいくつかの定型化の試みがなされ
ている。トヨタで行われていると伝えられる「見える化」はその最たるものであろう。また人工知能理論の一部で
ミンスキーが提唱したフレーム理論も、そうしたアプローチの一つとみなすことが出来よう。
７．民間企業における災害対策
　これまでの防災の考え方は、まず企業を含む住民個人が防災の努力をし、次いで相互扶助の精神で助け合い、さ
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図　SECIモデルの概念
らに行政が行政でなければ出来ないことを実行するというようになっていた。極論すれば企業はその構成要素であ
る従業員が助かればよい、被害を他に及ぼさないということで、後は企業が自主的に考えるべきこととされていた。
　従って企業は、従業員の生命を守るように、他に被害が及ばないように、また財産の被害が少なくなるようにと
いう防災活動をしてきており、極論すれば災害によって操業ができなくなっても、世の中が落ち着いてから操業再
開すればよいとする考えかたが一般的であった。
　しかし、中越地震について言えば、例えば道路公団（現東日本高速道路㈱）が関越道を早期に車が通れるように
したことは、地域の救急救命活動、さらにその後の復旧復興活動に極めて大きな効用をもたらしたと考えられてい
る。そのような公共性があまりない一般企業においても、可能な限り早期に業務を再開しないと事業の存続が難し
くなることがこれまでの経験から判明している。業務を停止したままだと市場が奪われてしまい、操業を復活して
も販売が災害前のようには行かないからである。
　そこで、早期に業務を再開するための取り組み（BCP、business continuity plan、事業継続計画）が近年注目を
浴びている。つまり企業が罹災しても重要事業は中断させず、あるいは中断しても出来るだけ早く再開させるよう
にすることで、顧客の流出、市場シェアの低下、ひいては企業評価低下を防ごうとするものである。このためには
企業の業務形態の分析を行い、災害によりどのような被害が発生するかを明らかにする。次いでどの部分が復旧す
れば業務運営が出来るのかを見極め、そこを優先的に回復させるための手順や体制を整えていく－というような形
になる。
　経営学の視点からは、企業の競争力要因、従ってその価値が設備や技術など静的な部分で決定される時代から、
ノウハウや信頼性といった動的・ソフト的要因によって決定されるようになった－それゆえにこそ前述の「知識集
約企業」といった概念が登場するに至ったのである。さらに広い視点からすれば、危機対応力、災害からの回復力
が企業だけでなく地域の価値を左右することになるということも出来るだろう。
８．企業におけるリスク管理
　災害に対して企業は、先に述べたように社員の身体生命を含む経営資源の保全に努め、かつ一日も早く平時の体
制に復帰することが必要になっている。ただしそのためには「平常時」のみを前提とした体制ではなく、若干のプ
ラスアルファ、たとえば在庫を余分に持つ、ライフラインを二重化するなどコスト的にマイナスとなるリダンダン
シー（重複）を持ったシステムが入用になる。
　しかし、考えてみれば企業は安定した環境の下ではなく、さまざまな不確定要素がある中で事業運営を行ってい
るのである。景況の変動によって製品・サービスの価格や需要動向が変化する、あるいは原材料や労働力のコスト
が変化することもあるだろう。また政府の政策による事業環境の変化もあり得る。また内外の事故、失敗により損
害を受けることもある。さまざまな状況と、それに対応する措置を取りまとめると下表のようになるだろう。
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　　資料：　筆者作成
　企業は上の変動・事故・災害にどのように対処すべきであるか。第一には自らの責任による事故や不良品などを
出さないようにすることが必要である。しかし事故や不良品を完全になくすることは、人間が行うものである以上
不可能であるし、事故発生率を低下させるためのコストは幾何級数的に大きくなる。従ってある程度までの努力・
経営資源の投入を行った後は、損害保険という方法によってカバーしようとすることが行われている。また事業環
境の変動一般については、例えば先物を購入するなどの手法でヘッジ－担保することが可能である。しかし保険や
ヘッジにはそれなりのコストがかかる。場合によってはあえて担保措置をとらず、「リスクをとる」ことでより多く
のリターンを期待するという戦略もあり得るが、災害に対してはこの手法は妥当ではないだろう。
　企業にとってさまざまな変動・事故・災害はリスクとして捉えられる。リスクは企業にとってマイナスとなる場
合だけではなく、プラスになる可能性もある。従ってリスクを完全になくしてしまうことは、事業運営すなわち経
営の意味をかなりの程度なくしてしまうことにもなる。「リスクをとる (risk take)」という表現は、利益とリスクが
表裏一体の関係にあることを意味している。ただし企業内部では、リスクによる利益変動を最小化するための努力
が進められることはいうまでもない。この２つが組み合わさったものが「リスクコントロール」と呼ばれるもので
ある。
　他方、事故や災害等の非常時を、コンティンジェンシーと呼ばれることがある。そのような非常時にも損害を最
小限にとどめるための仕組み・計画が、コンティンジェンシープランになる。また特にいわゆる「もらい事故」、あ
るいは他からの不法な侵害、侵害による損失を防ごうとすることをセキュリティという。つまり予防措置がセキュ
リティ＋リスク対策であり、実際に変動事故災害が発生した時に発動されるのがコンティンジェンシー、あるいは
危機管理になる。その両者を合わせたものがリスクコントロールということになる。
　リスクコントロールの一つの手法として損害保険があることを指摘したが、近年これが金融的手法、いわゆるリ
アルオプションによっても可能であることがいわれている。損害保険の考え方では、損害が発生する確率に応じて
保険料、あるいは事業の現在価値が変動するが、リアルオプションの考え方では事業主体が変動に対しどのように
対処するか、その可能性の大きさによって事業の現在価値が変わるという考え方をしている。具体的な事例に対す
るリアルオプションの価格設定は数学的に導出されるが、同じ状況に対して見方によって正反対の結論が出てくる
可能性があることは面白い。
　リアルオプションの考え方は、単に事業、あるいは企業ではなく地域にも当てはまるものではないかと思われる。
防災という目的のために何をどうすることが地域の価値を高めることになるかについて、ある条件の下ではあるが
一定の答えを出してくれる方式でもある。これまで直感的に、あるいは政治的判断によって決定されてきた諸政策
の優先順位付けにある評価が出来るようになるのではないかと考えられる。
９．防災体制の構築
　ある集団が災害に備えようとするには、災害時の体制となすべきことつまりマニュアルを準備することが効果的
である。効果的な防災マニュアルはどのようにして作られるべきだろうか。
　第一には、マニュアルを有効なものにするためには、実際の経験が反映される必要がある。机上の空論を積み重
ねても機能するマニュアルが出来るとは思えない。つまり、過去の事実を教訓として読み込むことが必要になる。
ただし過去の事実は、さまざまな捉え方がある。それらの背景を踏まえて教訓化しないと、間違った行動を生むマ
ニュアルになりかねない。例えば、中越地震において危険地の避難勧告が行われた。旧山古志村では全村に避難勧
告が出されたのに対し、長岡市東山地域では地区ごとに避難勧告を発令したり、解除したりということが行われた。
どちらが正しいというものではなく、何を基準に発令すべきなのか、つまりフレームの構成要素は何であるのかを
常に意識しなければならないということである。
　第二には、すでに述べたようにマニュアルは１種類ではなく、さまざまな立場の人向けのマニュアルがあるべき
である。そしてそれらマニュアル群に相互に矛盾がないようにしなければならない。他方で機能分担をしても、他
の機能と連携が取れるとは限らないので、その場合はどうするかも検討しなくてはならない。つまりかなり分岐の
多いマニュアルが出来ることになる。必ずしも使いやすくないが、関係者の安全のためにはやむをえないだろう。
－６１－
　第三は、マニュアルは常にバージョンアップを心がけねばならない。他の災害の教訓を取り込むことはもとよ
り、社会的な変動をふまえて、現状にあわなくなっている部分を適宜改定していく必要がある。いわば「field 
proven＝現場で実証された」ものにしていくことで、本当に役に立つものが出来上がるのである。
１０．まとめに代えて
　本稿は平成１８年１０月に、中越防災機構の設立記念シンポジウムで行った講演をもとに、大幅な訂正を行って作
成したものである。長岡大学では防災とマネジメントについて文科省の科学研究費補助金による研究を進めてお
り、本稿はその成果の一部である。
　今後の検討についていくつかの可能性が示された。我々は先行する研究を追跡しつつ、なお阪神淡路や中越の事
例に基づき「地域の防災力を上げるため、マネジメントの視点から何を、どのように行うべきであるか」について
さらに研究を進めて行きたい。
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